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第１章 本計画の基本的な考え方 

１ 計画の目的 

本市は、平成20年(2008年)3月に第１次熊谷市総合振興計画を策定し、将来都市像を『川

と川 環境共生都市 熊谷』と定め、人々の交流が活発で、市民一人ひとりが豊かな環

境の中で誇りと希望を持って生き生きと生活している都市を目指してきました。 

その後、平成25年(2013年)3月に、前期基本計画が終了し、これまでの熊谷市総合振興

計画・基本構想を継承しつつ、引き続き将来都市像の実現に向け、後期基本計画が策定

され、施策の一つとしてＩＣＴ＊などを活用し行政サービスを充実するとしています。 

国においては、平成18年(2006年)1月に「ＩＴ＊新改革戦略」がＩＴ戦略本部により定

められ、平成25年(2013年)6月には、「世界最先端IT国家創造宣言」が閣議決定されまし

た。また、総務省から電子自治体推進のため平成26年(2014年)に示される「電子自治体

の取組みを加速するための10の指針」においては、自治体クラウド＊の取組の加速など、

新たな電子自治体のステージが求められています。 

このような動向を踏まえ、引き続き情報システムの安全性・信頼性の確保に十分配慮

しながら、各種行政手続の電子化、市民サービスの質的向上・利便性の向上、地域の活

性化など、情報化社会に対応した電子自治体を具体的に推進することを目的として、「熊

谷市情報化推進計画（e-くまがやＩＣＴ推進プラン２）」を策定します。 

 

 

 

 

  

*ＩＣＴ(Information and Communication Technology)【アイ・シー・ティ】 

情報・通信に関連する技術一般の総称。従来頻繁に用いられてきた「IT」

とほぼ同様の意味で用いられる。本書では原則 ICT を使用するが、既に

作成されている政策等では「IT」が使用されている場合もある。 

*ＩＴ(Information Technology)【アイ・ティ】 

情報に関連する技術一般の総称。 

*自治体クラウド 

地方自治体がネットワークを使用して、複数の自治体で共通の業務シス

テムを利用できる環境のこと。 
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２ 計画の位置づけ 

平成 20 年(2008 年)3 月に策定された「熊谷市総合振興計画」を上位計画と位置づけ、

その基本構想を実現するために情報化の視点から見た具体的な施策を示した計画として、

「情報化推進計画」を位置づけます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 計画期間 

本計画の期間は、平成26年度(2014年度)から平成30年度(2018年度)までの5年間としま

す。 

なお、社会環境の変化及び情報化の進展に対応できるよう、周辺環境に大きな変化が

生じた場合、必要に応じて見直します。 
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熊谷市総合振興計画 

基本構想 

熊谷市総合振興計画 

後期基本計画 

熊谷市情報化推進計画 

（e-くまがやＩＣＴ推進プラン２） 

熊谷市総合振興計画（基本構想） 

熊谷市総合振興計画（前期基本計画） 熊谷市総合振興計画（後期基本計画） 

熊谷市情報化推進計画 

(e-くまがや ICT 推進プラン) 

熊谷市情報化推進計画 

（e-くまがや ICT 推進プラン２） 
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第２章 情報化の動向 

１ 国のＩＣＴ政策動向 

国では、平成13年(2001年)以来、高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部（ＩＴ

総合戦略本部）を中心にＩＴ革命への本格的な取組を開始しました。e-Japan戦略＊、

u-Japan政策＊、i-Japan戦略2015＊、ＩＴ新改革戦略等を推進し、平成25年(2013年)6月

には「世界最先端IT国家創造宣言」を策定し推進しています。 

一方で、地方分権改革の加速、厳しい財政状況、地域における社会変化など、地方を

取りまく環境の変化は大きく、電子自治体の取組においてもこれら問題への対応が求め

られています。これらを踏まえ、総務省では、各地方公共団体が電子自治体関連政策を

推進する際の参考として平成19年(2007年)3月に策定した「新電子自治体推進指針」を改

訂するため、「電子自治体の取組みを加速するための検討会」が開催され平成25年度(2013

年度)中に公表される予定です。 

 

 

 

 

（出典：平成 26 年(2014 年)1 月 「総務省電子自治体の取組みを加速するための検討会」資料） 

*e-Japan【イージャパン】 

全国民が IT のメリットを享受でき

る社会の実現を目指し、国家が中心

となって情報技術の普及に取り組ん

でいこうとする構想。 

*u-Japan【ユージャパン】 

ユビキタスコンピューティング環境

が整った社会。e-Japan 構想の実現

後の次の課題として、総務省が 2004

年 5 月に打ち出した u-Japan 政策か

ら広まった用語。 

*i-Japan【アイジャパン】 

国民主役の「デジタル安心・活力社

会」の実現を目指して 2015 年の我が

国の将来ビジョンを示した戦略。 
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（１） 「世界最先端 IT 国家創造宣言」 

「世界最先端 IT 国家創造宣言」では、３項目を柱として、目指すべき社会・姿を

明らかにし、その実現に必要な取組が策定されました。 

ア ＩＴ・データの利活用による、国民が日本経済の再生を実感できる革新的な

技術や複合サービスの創造による新産業創出と全産業分野の成長への貢献 

イ 国民が健康で安心して快適に生活できる、世界一安全で災害に強い社会への

貢献 

ウ 公共サービスがワンストップで誰でもどこでもいつでも受けられるように、

国民利用者の視点に立った電子行政サービスの実現と行政改革への貢献 

 

（２） 「電子自治体の取組みを加速するための検討会」 

「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」の

成立及び「世界最先端 IT 国家創造宣言」の閣議決定を受け、今後の電子自治体推進

の加速に係る指針の策定に向け、平成 25 年(2013 年)7 月から開催され今後の電子自

治体推進施策を総務省で検討しています。 

平成 26 年（2014 年）1 月現在「電子自治体の取組みを加速するための１０の指針」

案が公開されています。 

項番 指 針 内 容 

指針１ 

番号制度の導入に併せ

た自治体クラウドの導

入 

地方公共団体においては、番号制度導入のスケ

ジュールに合わせて自治体クラウドの導入に取

り組み、関係経費の節減と事務負担の軽減等業務

システムの効率的・効果的な運用を図ること。 

指針２ 

大規模な地方公共団体

における既存システム

のオープン化＊・クラウ

ド＊化等の徹底 

大規模な地方公共団体において、情報システ

ムの形態により他団体との情報システムの共同

利用・標準化が直ちには困難であると認められ

る場合には、まずは自団体の情報システムのオ

ープン化を徹底すること。その後、指針１にお

ける自治体クラウドへの展開を検討すること。 

併せて、仮想化技術＊を活用した全庁的共通シ

ステム基盤の導入等、情報システム改革に積極

的に取り組むこと。 
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項番 指 針 内 容 

指針３ 

都道府県による域内市

区町村の自治体クラウ

ドの取組み加速 

都道府県は、指針１が円滑に実行されるよう、

協議・調整の場の設置、技術的助言等により、

域内市区町村の自治体クラウドの取組みについ

て積極的な役割を果たすこと。また、都道府県

は自らの情報化推進計画等の中で、域内市区町

村の自治体クラウド導入に対する支援等に関す

る目標設定等を行うこと。 

指針４ 

地域の実情に応じた自

治体クラウド実施体制

の選択及び自治体クラ

ウド導入を見据えた人

材育成・確保 

自治体クラウドの導入・運用体制には、「一部

事務組合」「広域連合」「協議会」「代表団体への

事務委託」などの様々な形態があるが、その選

択は、意思決定の迅速さ、運用体制の安定性等

を考慮に入れ、地域の実情に応じた総合的な判

断の下で行うこと。 

 また、他の地方公共団体が途中参加しやすい

自治体クラウドの運用体制とすること。 

  
*オープン化 

コンピュータの世界でオープン標準に準拠したソフトウェア

や、それを使用しているコンピュータのこと（特定のメーカー

の製品のみで構成されるシステムではないこと。）。 

*クラウド 

ネットワークを使用して、共通の業務システムを利用できる

環境のこと。 

*仮想化技術 

物理的に１台のサーバを複数台の仮想的なサーバに分

割し、それぞれに別の OS やアプリケーションソフトを

動作させる技術のこと。 
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項番 指 針 内 容 

指針５ 

パッケージシステムの

機能等と照合した業務

フロー＊の棚卸し・業務

標準化によるカスタマ

イズ＊の抑制 

地方公共団体は、自治体クラウド導入を含め

情報システムの更新にあたり、安易にカスタマ

イズ要望を積み上げることなく、自らの業務フ

ローを棚卸し・分析すること。その際には、ク

ラウドベンダ＊が提供するパッケージシステム

の機能・帳票等と業務フローを照らし合わせ、

業務の標準化を徹底的に実施し、パッケージシ

ステムのカスタマイズを必要最低限に抑制する

とともに、事務の共同アウトソーシング等を含

めた行政事務の最適化を図ること。 

 また、次期システム更新も視野に入れ、自治

体クラウド導入後も継続的に業務の可視化に取

り組むこと。 

指針６ 

明確なＳＬＡ＊の締結、

中間標準レイアウトの

活用等による最適な調

達手法の検討 

地方公共団体はクラウドベンダ選定の際に、

サポート体制・セキュリティを含む業務に必要

な非機能要件を十分に精査し、ベンダとの責任

分界等を明確にしたＳＬＡを締結すること。 

また、地方公共団体は、自治体クラウド等新

規システムを調達する際、契約期間満了時に業

務システムが保有する実データを総務省が公開

する中間標準レイアウト仕様によりデータ提供

する旨を調達仕様書へ明記するとともに、地域

情報プラットフォーム＊に準拠したシステムを

導入することで、将来にわたる競争性を確保す

ること。 

  

*ＳＬＡ(Service Level Agreement)【エス・エル・エー】 

サービス品質の保証項目や、それらを実現できなか

った場合の規定などをサービス契約に含めるなどし

て、利用者にサービスの品質を保証する制度のこと。 

*業務フロー 

庁内の事務手続き処理の流れのこと。 

*カスタマイズ 

庁内の事務手続き処理の流れとパッケージ処理の流

れが異なる場合、パッケージを庁内の事務手続き処

理の流れに改造すること。 

*クラウドベンダ 

クラウドサービスを提供している会社のこと。 

*地域情報プラットフォーム 

自治体が持つ情報システムをはじめとした、地域内

外のあらゆる情報システムを全国規模で連携させる

ための共通基盤。総務省主催の「地域における情報

化の推進に関する検討会」の中で提言され、2005 年

10 月に設立された「全国地域情報化推進協会」で標

準仕様の作成・管理が行われている。 

http://www.hitachi.co.jp/Div/jkk/glossary/0279.html
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項番 指 針 内 容 

指針７ 

オープンデータの推進

に向けて、地方公共団

体が保有するデータに

対するニーズの精査及

び推進体制の整備 

地方公共団体は、保有するデータへの民間企

業のニーズが高いことを念頭に、国のオープン

データ戦略等と十分に連携を図り、ニーズの高

いデータについて精査を行い、部局間情報連

携・情報公開体制の充実を行うこと。 

 その際には、オープンデータと個人情報保

護・情報セキュリティとの関係についても整理

し、住民の理解が得られる形での積極的なオー

プンデータ施策を実施すること。 

指針８ 

ＩＣＴ利活用による更

なる住民満足度向上の

実現 

地方公共団体は、行政のＩＣＴ利活用の促進

について、これまで国が提示してきた指標であ

るオンライン利用率の向上に向けた取組みに加

え、住民利便性・サービス形態のニーズ・セキ

ュリティの確保等を考慮に入れた、住民等の満

足度が向上するような地域の実情に応じた多様

な取組みを行うこと。 
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項番 指 針 内 容 

指針９ 

ＣＩＳＯ＊機能の明確

化等、情報セキュリテ

ィに関する人材・体制

の強化 

地方公共団体は、多様化する情報セキュリテ

ィ事案に対応するため、情報システムの整備・

推進部門とは独立したＣＩＳＯ機能の重要性を

認識し、情報セキュリティポリシーの必要な見

直しを通じて体制を強化すること。また、情報

セキュリティインシデント＊発生時の対応につ

いては、国への情報提供などの連絡体制の整備

を一層徹底すること。 

 東日本大震災のような大災害が発生した場合

であっても、地域住民に対して適切かつ迅速な

サービスの提供を行うため、ＩＣＴ－ＢＣＰ＊

の早急な策定に向けた取組みを行うこと。 

指針１０ 

チェックリストを活用

した強力なＰＤＣＡの

構築 

地方公共団体は、指針１～指針９に関する施

策について、国の方針とも連携しながら、定量

的なＫＰＩ＊を含むチェックリストを作成し、Ｐ

ＤＣＡ＊体制を強化すること。 

都道府県は、域内市区町村の情報化施策の推

進に資するため、市区町村におけるチェックリ

スト作成・活用状況を把握し、必要に応じて支

援を行うこと。 

 各団体のＣＩＯ＊は、情報企画・戦略の責任者

としてチェックリストを活用し、施策の進捗状

況を把握し、必要に応じ改善策等を指示するこ

と。また、チェックリストに基づく改善状況等

を公開すること。 

 

 

  

*ＣＩＳＯ(Chief Information Security Officer) 

【シー・アイ・エス・オー】 

最高情報セキュリティ統括責任者のこと。 

 

*ＩＣＴ-ＢＣＰ【アイ・シー・ティ・ビー・シー・ピー】 

ＩＣＴ部門の非常時の業務継続計画（Business 

Continuity Plan）のこと。 

*ＣＩＯ(Chief Information Officer)【シー・アイ・オー】 

最高情報統括責任者のこと。 

 

*ＫＰＩ(key performance indicator)【ケイ・ピー・アイ】 

重要業績評価指標のことで、目標達成の度合いを計る

指標のこと。 

*ＰＤＣＡ(Plan-Do-Check-Action)【ピー・ディー・シー・エー】 

管理サイクル・マネジメント手法の一つ。 

 *情報セキュリティインシデント 

情報管理やシステム運用に関して保安上の脅威とな

る現象や事案のこと。情報漏えい事件・事故など。 
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２ 県の政策動向 

（１） 埼玉県 IT 推進アクションプラン 

平成 25 年(2013 年)12 月の「埼玉県 IT 推進アクションプラン 2014-2016（仮称）」

案で、「ITを活用した県民生活の更なる利便性の向上」を目標とし、目標を実現するた

め、ＩＴを「経済成長と県民生活向上のツール」として位置づけ、次のテーマを柱と

して施策を今後 3 年間で推進することが示されました。 

 

柱 施 策 

新たな課題・ 

技術への対応 

クラウドコンピューティングの活用拡大 

タブレット端末等の効果的な活用 

オープンデータ化の推進 

官民連携による県政情報の発信 

社会保障・税番号制度を支える基盤の整備 

県民生活に関わる重

要システムの構築 

県民生活の安心・安全の確保 

IT利活用による利便性の向上 

ITを活用した共助社会づくりの推進 

IT推進を担う産業の育成 

IT基盤の高度化の推進 

システムの再構築と

危機管理 

庁内システムのマネジメントの推進 

IT利活用による行政事務の効率化 

IT推進を担う人材の育成 

情報セキュリティの強化とサイバー犯罪対策 

有害情報等への対策の強化 
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（２） 埼玉県電子自治体推進会議 

県では、ＬＧＷＡＮ＊の県内ネットワーク部分である埼玉県行政ネットを円滑に運

営するための連絡調整を行うとともに、県内市町村の地域情報化、電子自治体構築

を推進することを目的として、埼玉県電子自治体推進会議を設置しています。 

この会議は、埼玉県及び県内市町村を構成員とするもので、会議の目的達成のた

めの専門的な調査を行う専門部会での研究や、情報化に資する人材育成のための共

同事業としての研修などを実施しています。 

 

＜専門部会＞ 

① 電子申請専門部会 

   共同運営ワーキンググループ 

   電子申請ワーキンググループ 

② 自治体クラウド研究専門部会 

 

 

・電子申請共同システムの県内団体の利用状況 

利用団体 

熊谷市、埼玉県、さいたま市、川越市、川口市、行田市、所沢市、飯能市、加須

市、本庄市、東松山市、春日部市、狭山市、羽生市、鴻巣市、深谷市、上尾市、

越谷市、蕨市、戸田市、入間市、朝霞市、志木市、和光市、新座市、桶川市、久

喜市、北本市、八潮市、富士見市、三郷市、蓮田市、坂戸市、幸手市、鶴ヶ島市、

日高市、吉川市、白岡市、伊奈町、三芳町、毛呂山町、滑川町、嵐山町、小川町、

川島町、吉見町、鳩山町、ときがわ町、小鹿野町、美里町、神川町、上里町、寄

居町、宮代町、松伏町 

 

*ＬＧＷＡＮ (Local Government Wide Area Network) 

【エル・ジー・ワン】 

中央省庁の相互ネットワークである霞ヶ関ＷＡＮに対し

て、都道府県、市区町村を相互接続するネットワークで、

総合行政ネットワークの略称。 
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第３章 本市の情報化施策 

１ ＩＣＴを活用した情報発信 

インターネットを活用した情報提供として、新「熊谷市」ホームページを平成17年(2005

年)10月の合併にあわせ稼動を開始しました。また、熊谷地域ポータルサイト「あつい

ぞ.com」を開設し、イベント情報の発信やお店のホームページへのリンクを掲載した「便

利サイト」を目指しています。 

 

年 度 事   業   内   容 

平成 17 年度 

(2005 年度) 

新「熊谷市」合併誕生により、新市ホームページの稼動開始 

 ＜URL＞http://www.city.kumagaya.lg.jp/ 

熊谷市地図検索システム「くまっぷ」（電子国土版）稼動開始 

平成 18 年度 

(2006 年度) 

「チャレンジ・ステージくまがや」 開設 

電子申請サービス(県の共同利用) 開始 

熊谷市地図検索システムを「くまっぷ」（グーグル版）に変更し稼動開始 

熊谷地域ポータルサイト「あついぞ.com」開設 

＜URL＞http://www.atsuizo.com/ 

平成 19 年度 

(2007 年度) 
観光協会ホームページ 開設 

平成 20 年度 

(2008 年度) 

「熊谷市Ｗｅｂ博物館」 開設 

「あっぱれ！熊谷流」 開設 

トップページリニューアル・熱中症予防情報の運用開始 

インターネット議会中継 開始 

平成 21 年度 

(2009 年度) 
メール配信サービス「メルくま」 配信開始 

平成 23 年度 
(2011 年度) 

「熊谷市Ｗｅｂ博物館」を「熊谷デジタルミュージアム」に リニューア

ル実施 

平成 24 年度 
(2012 年度) 

熊谷市公式 Facebook、熊谷市公式 Twitter 開設 

ほいくメールくまがや 配信開始 

平成 25 年度 
(2013 年度) 

「チャレンジ・ステージくまがや」 リニューアル実施 

デジタルサイネージ（電子看板）を熊谷駅コンコースに設置 

熊谷地域ポータルサイト「あついぞ.com」 リニューアル実施 

http://www.atsuizo.com/
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２ 熊谷地域ポータルサイト「あついぞ.com」の概要 

熊谷地域ポータルサイト＊「あついぞ.com」は、平成19年(2007年)3月1日から運用開始

しました。財団法人地域総合整備財団（ふるさと財団）からの助成を受け、本市と立正

大学の連携事業として、市民の方はもちろん、本市に興味のある方の便利サイトを目指

して立ち上げ、地域のイベント情報やお店のホームページのリンクを掲載し、情報を発

信しています。また、市民活動を応援する情報も数多く発信するとともに、平成20年(2008

年)5月からは地域ＳＮＳ＊「あついぞホッとcom」との連携も図り、街や地域の活性化を

応援している地域ポータルサイトです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「あついぞ.com」のサイトマップ

雪くま 雪くま お知らせ お知らせ
高人気 イベント予定 公開

Ｂ級グルメ いなり寿司 あついぞ画像館 QRコード
ふらい これ何?教えて「あつべえ」
熊谷うどん まちで見つけた
熊谷ホルどん イベント
五家宝 ポスター
焼いも 活動報告
高人気 桜情報

イベント情報 ほたるマップ 高人気
まちで見つけた トップランク
イベント情報 お店検索 登録する
縁結び観光周遊バス 新着サイト
川の国埼玉　魅力１００選 更新サイト
冷やしシャンプー 人気サイト
高人気 カテゴリマップ

駐車場 さくら号バス停 ヘルプ
ひまわり号バス停 ヘッドライン 子育てネットくまがや
ほたる号バス停 熊谷市ホームページ
グライダー号・ムサシトミヨ号バス停 サイト内検索 サイト内検索
市街地駐車場・駐輪場 お問い合わせ お問い合わせ
直実号バス停 関連サイト 子育てネットくまがや
高人気 新川エコミュージアム

花マップ さくらマップ 歩くま
花マップ あついぞ.comについて 利用規約
高人気 プライバシーポりシー

直売所 直売所マップ FAQ(よくある質問)
高人気

あつなび６ 丸ポストを探せ!!
高人気

あつなび８ 観光ガイド
高人気  

*地域ポータルサイト 

地域の観光情報やイベント情

報、お店の情報など情報収集が

１カ所でできるような、総合窓

口サイトのこと。 

*地域ＳＮＳ(Social Networking Service) 

【地域エス・エヌ・エス】 

ブログ、電子掲示板、コミュニティや地域

情報などを入手することができる地域向け

の交流・情報提供サービスのこと。 
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３ 電子自治体の推進 

本市では、平成9年度(1997年度)から公共施設予約サービスを開始し、平成14年度(2002

年度)には図書館蔵書検索予約システムを導入するなど、独自に電子自治体の推進に取り

組むとともに、国の施策にあわせ電子自治体の基盤（総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡ

Ｎ）・公的個人認証サービス・住民基本台帳ネットワークシステム等）を運用してきまし

た。また、平成18年度(2006年度)には「埼玉県市町村電子申請共同サービス」に、平成

19年度(2007年度)には「埼玉県電子入札共同システム」に参加し、利便性向上を図って

います。 

 

オンライン化されている行政手続の一覧 

項番 手  続  名 担当課 システム 

１ 文化・スポーツ施設等の利用予約 情報政策課 施設予約 

２ 市政宅配講座申込み 広報広聴課 電子申請 

３ 特別徴収税額の納期の特例承認申請書 市民税課 電子申請 

４ 
光ディスク等による提出承認申請書（給与支

払報告書） 
市民税課 

電子申請 

５ 
光ディスク等による提出承認申請書（公的年

金等支払報告書） 
市民税課 

電子申請 

６ 給与支払報告書及び総括表 市民税課 eLTAX 

７ 特別徴収に係る給与所得者異動届出書 市民税課 eLTAX 

８ 特別徴収義務者の所在地・名称変更届出書 市民税課 eLTAX 

９ 特別徴収への切替申請書 市民税課 eLTAX 

１０ 退職所得に係る納入申告書及び特別徴収票 市民税課 eLTAX 

１１ 公的年金等支払報告書 市民税課 eLTAX 

１２ （法人市民税）確定申告書 市民税課 eLTAX 

１３ （法人市民税）修正申告書 市民税課 eLTAX 

１４ （法人市民税）中間申告書 市民税課 eLTAX 

１５ （法人市民税）予定申告書 市民税課 eLTAX 

１６ 法人（設立・開設・異動）届出書 市民税課 eLTAX 

１７ （償却資産）全資産申告書 資産税課 eLTAX 

１８ （償却資産）増加資産・減少資産申告書 資産税課 eLTAX 

１９ （償却資産）修正申告書 資産税課 eLTAX 

２０ 住民票の写し請求 市民課 電子申請 

２１ 住民票記載事項証明請求 市民課 電子申請 

２２ 戸籍の附票の写し請求 市民課 電子申請 
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項番 手  続  名 担当課 システム 

２３ 妊娠届 市民課 電子申請 

２４ 付記転出届 市民課 電子申請 

２５ 町名地番（住居表示）変更証明交付申請 市民課 電子申請 

２６ 国民健康保険税申告 保険年金課 電子申請 

２７ 特別障害者手当現況届 障害福祉課 電子申請 

２８ 障害児福祉手当現況届 障害福祉課 電子申請 

２９ 福祉手当現況届 障害福祉課 電子申請 

３０ 犬の新規登録・狂犬病予防注射済票交付申請 環境衛生課 電子申請 

３１ 狂犬病予防注射済票交付申請 環境衛生課 電子申請 

３２ 狂犬病予防注射済票再交付申請 環境衛生課 電子申請 

３３ 犬の鑑札の再交付申請 環境衛生課 電子申請 

３４ 犬の死亡届 環境衛生課 電子申請 

３５ 犬の登録事項変更申請 環境衛生課 電子申請 

３６ 
犬の鑑札及び狂犬病予防注射済票交付申

請（熊谷地区狂犬病予防協会会員専用） 
環境衛生課 電子申請 

３７ 人生記念樹申込み 公園緑地課 電子申請 

３８ 競争入札参加資格審査申請 契約室 電子入札 

３９ 競争入札における入札手続 契約室 電子入札 

４０ 水道使用開始届 水道部営業課 電子申請 

４１ 水道使用中止届 水道部営業課 電子申請 

４２ 水道使用中止開始届 水道部営業課 電子申請 

４３ 図書館の図書貸出予約 熊谷図書館 
蔵書 

検索予約 

 

 

  

*ｅＬＴＡＸ【エル・タックス】 

地方税に関する総合窓口としてインター

ネットを通じて広く利用できるシステム

のこと。 
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４ 情報化推進計画の評価 

平成22年(2010年)3月に策定した「熊谷市情報化推進計画（e-くまがやＩＣＴ推進プラ

ン）」（前計画）の施策について、実施内容は以下のとおりです。 

（１） 行政サービスの高度化による利便性の向上 

行政サービスの高度化による利便性の向上として 9 つの施策を計画し、実施しまし

た。本計画でも継続し拡充します。 

市内循環バスについては、運用系統を市内 3 系統から 6 系統に拡大しましたが、位

置情報取得サービスについては、本計画にて実現を目指します。 
 

具体的な施策 実施内容 実施状況 本計画 

(1) eLTAX の導入 
eLTAX を導入し、14 種類の手

続が可能になりました。 
実施 拡充 

(2) 
携帯電話向け情報発

信の充実 

「熊谷市携帯向けサイト」のア

クセス目標を平成 24 年度

(2012年度)には月間4,500件と

し、実績は 7,907 件となり目標

を超えました。 

実施 拡充 

(3) 
総合的なメール配信

サービス 

メール配信サービス「メルく

ま」にて、メール配信した内容

を市の公式 Facebook、Twitter

にも掲載しました。「熱中症予

防情報メール」登録者に、11

月～4 月は「かぜ予防情報メー

ル」を配信しました。 

保育課及び保育所等から保護

者への連絡体制充実のため、メ

ール配信サービス「ほいくメー

ルくまがや」を整備しました。 

実施 充実 

(4) 
水曜日“燃えないご

み”メール配信 

平成 21 年度(2009 年度)に実施

し、継続しています。 実施 

完了 

(事業は

継続) 

(5) 
市内循環バス位置情

報取得サービス 

バスを運行する系統数を拡大

しましたが、位置情報取得サー

ビスについては、調査及び検討

を重ねているところです。 

未実施 実施 



 

熊谷市情報化推進計画（e-くまがやＩＣＴ推進プラン２）  16 

 

具体的な施策 実施内容 実施状況 本計画 

(6) 
イベント・講習会申込

みの電子化 

電子申請の対象となる講座を

年間 116 講座に拡充しました。 実施 

完了 

(事業は

継続) 

(7) 
市税等の納付環境整

備 

市税等納期限お知らせメール

は実施しました。市税等の納付

方法の拡充は引き続き検討し

ます。 

実施 継続 

(8) 
申請書ダウンロード

利用の拡充 

申請書ダウンロードページの

月間アクセス数の目標値を、平

成 24 年度(2012 年度)は 1,800

件としましたが、実績値は

14,232 件（記入例ファイルも含

む。）となり、目標値を大幅に

超えました。 

実施 

完了 

(事業は

継続) 

(9) 統合型ＧＩＳ の研究 整備方針を決定しました。 実施 整備 

 

（２） 行政の簡素化・効率化・省エネ推進 

行政の簡素化・効率化・省エネ推進として 5 つの施策を計画し、実施しました。本

計画でも継続することが重要な施策について継続します。 

 

具体的な施策 実施内容 実施状況 本計画 

(10) 
各 種 申 請 書 の 共 通

化・簡略化 

平成 22 年度(2010 年度)に、対

象とした申請書の共通化を実

施しました。 

実施 

完了 

(事業は

継続) 

(11) 
ＩＣＴ関連消費電力

削減 

調達基準を定め100％実施して

います。 実施 

完了 

(事業は

継続) 

(12) 
システム調達ガイド

ライン 

調達の標準化を実施し、ＳＬＡ

の締結は一部で実施していま

す。 

実施 拡充 

(13) 
既存情報システムの

最適化 

実施しました。 
実施 完了 

(14) 
ＩＣＴ部門の業務継

続計画 

策定し、継続した見直しを行っ

ています。 
実施 充実 
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（３） 市民の情報サービス利用機会の向上 

市民の情報サービス利用機会の向上として 3 つの施策を計画し、実施しました。本

計画では、コンピュータウイルスと情報セキュリティ講座については完了とし、市ホ

ームページなどでの情報提供を充実させることに重点を置き継続します。 

 

具体的な施策 実施内容 実施状況 本計画 

(15) 
ＩＣＴ・セキュリティ

講習会の充実 

実施しました。今後は市ホーム

ページなどでの情報提供を充

実させます。 実施 

完了 

（ＩＣ

Ｔ講習

会は継

続） 

(16) 
市ホームページの充

実 

ＦＡＱ＊コーナーを作成し、拡

充しています。 
実施 拡充 

(17) 住基カード利活用 

高齢者の運転免許証自主返納

者への住基カードの無料発行

を行っています。 

実施 継続 

 

 

 

 

（４） まちづくり・観光振興・協働 

まちづくり・観光振興・協働として 5 つの施策を計画し、実施しました。本計画で

は、地域の情報化支援及び安心安全情報を継続して拡充します。 

 

具体的な施策 実施内容 実施状況 本計画 

(18) 電子アンケート 
電子アンケートを開設し実施

しています。 
実施 継続 

(19) 地域の情報化支援 

熊谷地域ポータルサイト「あつ

いぞ.com」、｢チャレンジ・ステ

ージくまがや｣について継続し

て拡充しています。 

実施 拡充 

 

  

*ＦＡＱ(Frequently Asked Questions)【エフ・エー・キュー】 

「頻繁に尋ねられる質問」の略。 

多くの人が同じような質問をすると予想されるとき、その

ような質問に対する答えをあらかじめ用意しておくことが

ある。この Q&A 集のこと。 
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具体的な施策 実施内容 実施状況 本計画 

(20) 安心安全情報の充実 

メール配信サービス「メルく

ま」にて、「火災情報」を追加

し、メール配信した内容を市の

公式 Facebook、Twitter にも掲

載しました。 

市職員参集メールシステムに

ついて構築し、継続していま

す。 

実施 継続 

(21) 
観光ガイドシステム

の導入 

QR コード＊を利用した音声観

光ガイドシステムを導入しま

した。今後は新規の観光・文化

財ナビの作成事業に引き継ぎ

ます。 

実施 完了 

(22) 
デジタルミュージア

ムの開設 

デジタルミュージアムを開設

し、市ホームページからリンク

しています。 

実施 

完了 

(事業は

継続) 

 

 

 

 

 

（５） 行政システムのセキュリティ向上 

行政システムのセキュリティ向上として施策を計画し、実施しました。スパム対策、

有害サイトのフィルタリングなど今後も継続した対策が必要であり、継続します。ま

た、情報システムの外部委託監査は引き続き検討します。 

 

具体的な施策 実施内容 実施状況 本計画 

(23) 
行政システムのセキ

ュリティ向上 

スパム対策及びフィルタリン

グを実施し継続しています。情

報システムの外部委託監査は

引き続き検討します。 

実施 継続 

*QRコード 

二次元バーコードの一種で、携帯電話等で利用され

ている。 
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第４章 計画推進のための施策 

１ 概要 

本計画は、情報通信技術の将来的な可能性や先進性に着目しながら、費用対効果の検

証を行い計画期間内で実現できる可能性が高いシステム、サービス提供方法等を選択し

て記載しました。今後の経済情勢によっては事業の延期や見直しが必要となる場合もあ

りますが、事業推進にあたっては経費を最小限に抑え、最大限の効果が得られるよう取

り組むことを基本とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行政サービスの高度化による利便性の向

上 

 
(1) eLTAX の利用促進 対象手続の拡充 

行政の簡素化・効率化・省エネ推進 

 

(2) ゆうゆうバス位置情報取得サービス 

(3) 市税等の納付環境整備 

(6) システム調達ガイドライン 

(8) 電子自治体の推進 

(9) 庁内ネットワークの整備 

(11) 番号制度対応推進 

(10) ＩＣＴ環境の高度化 

バス停での待ち時間短縮 

マルチペイメントなどの利用拡充の検討 

社会保障・税番号制度対応の推進 

ＳＬＡの締結 

自治体クラウド等の研究 

庁内ネットワークの再構築 

端末等高度化によるコスト削減研究 

(7) ＩＣＴ部門の業務継続計画 ＩＣＴ部門の業務継続計画の更新 

 

(4) 統合型ＧＩＳの整備 

(5) 住民票等のコンビニ交付 

統合型ＧＩＳの整備 

 
住民票等のコンビニ交付 

(12) ワンストップサービス推進 ワンストップサービス推進 
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まちづくり・観光振興・協働 

 

 (17) 電子アンケート 

(19) 安心安全情報の充実 

行政システムのセキュリティ向上 

 

 

市民電子アンケートの継続 

安心安全情報の充実 

セキュリティ研修の継続 (22) 行政システムのセキュリティ向上 

(18) 地域の情報化支援 地域ポータルサイトの拡充 

(20) 観光・文化財ナビの作成 スマートフォン対応による魅力発信 

市民の情報サービス利用機会の向上 

 

 
(13) 市ホームページの充実 

(15) 住基カード利活用 

(16) 図書館での新規サービス実施 

コンテンツなどの拡充 

高齢者の運転免許証返納者への無料発行 

 
図書館での新規サービスの実施 

(21) 避難行動要支援者（災害時要援護

者）の避難支援 
避難支援システムの整備 

(14) 総合的なメール配信サービス メール配信メニューの充実 
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２ 具体的な施策 

（１） eLTAX の利用促進 

市・県民税や固定資産税（償却資産）など地方税の申告、申請、納税など（以下

「申告等」といいます。）の手続を、インターネットを利用して電子的に行うシステ

ム「eLTAX」を導入し、平成 21 年度(2009 年度)から運用を開始しています。これま

でに、個人住民税で給与支払報告事務など 6 種類、法人市民税で法人市民税申告事

務など 5 種類、固定資産税で償却資産申告事務など 3 種類の手続を可能にしました。 

さらに、平成 26 年(2014 年)1 月 1 日以後に提出する給与支払報告書については、

基準年（前々年）に国税庁（税務署）に提出する給与所得の源泉徴収票の提出枚数

が 1,000 枚以上の事業者などについては、市に提出する給与支払報告書についても、

eLTAX 又は光ディスク等により提出することが義務づけられていることから、

eLTAX 利用率の向上が見込まれます。 

今後も対象となる手続を拡充し、より一層の向上に努め、電子納税について検討

し市民の利便性の向上を目指します。 

 

（出典：一般社団法人地方税電子化協議会 地方税ポータルシステムサイト） 

【担当部門：市民税課、資産税課、納税課】 

内容 

26 年度 
(2014 

年度) 

27 年度 
(2015 

年度) 

28 年度 
(2016 

年度) 

29 年度 
(2017 

年度) 

30 年度 
(2018 

年度) 
備考 

対象手続の拡充 

 

対象 

拡充 

 

対象 

拡充 

 

対象 

拡充 

 

対象 

拡充 

 

対象 

拡充 

対象となる申告

等が拡充された

場合、順次対応し

ます。 

電子納税の検討 
 

検討 

 

検討 

 

検討 

 

検討 

 

検討 

電子納税につい

て検討します。 
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（２） 「ゆうゆうバス」位置情報取得サービス 

市内を循環する「ゆうゆうバス」は、さくら号・グライダー号・ムサシトミヨ号・

ひまわり号・ほたる号・直実号の 6 系統で運行しています。 

時刻表については、市ホームページ、熊谷市携帯サイト、「あついぞ.com」にて、

路線図については、ＰＤＦ版を市ホームページで、グーグルマップ版を「あつい

ぞ.com」にてお知らせしています。 

今後は、「ゆうゆうバス」の位置情報をモバイル端末で確認できるシステムを整備

し、バス停での待ち時間の短縮などの利便性の向上を目指します。 

 

（熊谷市ホームページ ゆうゆうバス路線図） 

【担当部門：企画課】 

内容 

26 年度 
(2014 

年度) 

27 年度 
(2015 

年度) 

28 年度 
(2016 

年度) 

29 年度 
(2017 

年度) 

30 年度 
(2018 

年度) 
備考 

システム管理事業者との調整 

 

調整 

    システム管理事

業者との調整を

行います。 

バス事業者との調整 
 

調整 

    バス業者との調

整を行います。 

システムの整備 
  

整備 

 

運用 

 

運用 

 

運用 

システムの導入

を目標とします。 
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（３） 市税等の納付環境整備 

市税等の納付方法として、窓口での納付、口座振替による納付及びコンビニエン

スストアによる納付が可能です。 

今後はさらなる納付環境の拡充として、クレジットカードによる納付、マルチペ

イメントネットワーク（ＭＰＮ）＊による納付を検討し、市民の利便性の向上を目指

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                              

 

 

 

 

【担当部門：納税課、出納室、営業課】 

内容 

26 年度 
(2014 

年度) 

27 年度 
(2015 

年度) 

28 年度 
(2016 

年度) 

29 年度 
(2017 

年度) 

30 年度 
(2018 

年度) 
備考 

市税等の納付環境の整備 

 

検討 

 

 

検討 

 

 

検討 

 

 

検討 

 

 

検討 

 

必要となる経費

と利便性につい

て検討します。 

上下水道料金の納入方法拡充 

 

検討 

 

 

検討 

 

 

検討 

 

 

検討 

 

 

検討 

 

必要となる経費

と利便性につい

て、検討します。 

*マルチペイメントネットワーク(MPN)【エム・ピーエヌ】 

多くの金融機関と収納機関（地方公共団体など）を通信

回線で結び、公共料金等をパソコン、携帯電話、ＡＴＭ

などでの支払いを可能とするネットワークのこと。 

  マルチペイメント クレジットカード 

金融機関  

（口座振替） 
コンビニ 

市 

既存の 

納付方法 

拡充を検討する 

納付方法 

窓口 
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（４） 統合型ＧＩＳの整備 

統合型ＧＩＳ＊とは、庁内で共用できる空間データ＊を「共用空間データ」として

一元的に整備・管理し、各部署において活用する庁内横断的なシステム（技術・組

織・データの枠組）です。 

この統合型ＧＩＳを活用する主な効果は次のとおりです。 

 高度化・多様化した住民ニーズに対応した質の高い行政サービスの実現 

 ワンストップサービスとの連携 

 災害対策への活用 

 新たに地図情報を整備する業務の費用や時間の縮減 

 情報の正確性の向上 

この統合型ＧＩＳの整備方針は平成 25 年(2013 年)度に決定しており、今後は、共

用空間データの整備・統合を進め効率的な導入を行います。 

 

（出典：NPO 国土空間データ基盤推進協議会 統合型ＧＩＳポータルサイト） 

【担当部門：情報政策課、資産税課、福祉課、長寿いきがい課、障害福祉課、農地整備

課、都市計画課、開発審査課、建築審査課、管理課、下水道課、工務課、農業委員会

事務局、社会教育課】 

内容 

26 年度 
(2014 

年度) 

27 年度 
(2015 

年度) 

28 年度 
(2016 

年度) 

29 年度 
(2017 

年度) 

30 年度 
(2018 

年度) 
備考 

既存データの整備・統合 

 

整備 

統合 

 

整備 

統合 

 

整備 

統合 

 

整備 

統合 

 

 

現 デ ー タ の 整

備・統合をしま

す。 

新規データの整備 
 

整備 

 

整備 

   新データの整備

をします。 

統合型ＧＩＳの準備 

   

準備 

 

準備 

 

準備 

統合型ＧＩＳを

平 成 31 年 度

(2019 年度)に稼

動する準備をし

ます。 

*ＧＩＳ(Geographic Information System)【ジー・アイ・エス】 

デジタル化された地図(地形)データと、統計データや位置

の持つ属性情報などの位置に関連したデータを統合的に

扱う情報システムのこと。 

*空間データ 

道路や河川や建物といった、様々な分野で共有が出来る情

報が入った基本地図のことで、統合型ＧＩＳの核となるデ

ータのこと。 
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（５） 住民票等のコンビニ交付 

平成 28 年(2016 年)1 月以降に交付が始まる予定の「個人番号カード」を利用し、

住民票等をコンビニエンスストアで取得ができるようにし、市民の利便性の向上を

目指します。 

対象者は、個人番号カードに住民票等のコンビニ交付を行うための暗証番号を登

録した市民となります。 

 

 

（出典：内閣官房 社会保障・税番号制度の概要） 

 

 

【担当部門：市民課】 

内容 

26 年度 
(2014 

年度) 

27 年度 
(2015 

年度) 

28 年度 
(2016 

年度) 

29 年度 
(2017 

年度) 

30 年度 
(2018 

年度) 
備考 

住民票等のコンビニ交付 

 

準備 

 

 

準備 

 

 

実施 

 

継続 

 

継続 

平 成 28 年 度

(2016 年度)内に

交付を始めるこ

とを目標としま

す。 
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（６） システム調達ガイドライン 

電算システムなどの調達では、システム調達ガイドラインを策定し、調達の標準

化を行い、総合評価方式での提案型コンペを実施し、透明性を確保した調達を行っ

ています。 

今後は、提供されるべきサービスの水準などを定めるＳＬＡの締結を進め、よ

り一層、費用対効果の高いシステムを調達していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：独立行政法人情報処理推進機構 情報システムに係る政府調達へのＳＬＡ導入ガイドライン） 

 

 

 

 

 

 

【担当部門：情報政策課】 

内容 

26 年度 
(2014 

年度) 

27 年度 
(2015 

年度) 

28 年度 
(2016 

年度) 

29 年度 
(2017 

年度) 

30 年度 
(2018 

年度) 
備考 

ＳＬＡの締結 
 

拡充 

 

拡充 

 

拡充 

 

拡充 

 

拡充 

ＳＬＡの締結範

囲を拡大します。 
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（７） ＩＣＴ部門の業務継続計画 

地方公共団体は、災害時において、地域住民の生命、身体の安全確保、被災者支

援、企業活動復旧のために、災害応急業務、復旧業務及び平常時から継続しなけれ

ばならない重要な業務を実施していく責務を負っており、これらの業務の継続を確

保するためには、情報システムがまさに不可欠であり、災害時に情報システムが稼

動していることは極めて重要になります。 

情報システムは、平常時からの業務継続の備えがないと、被害を受けてからの事

後的な復旧に多くの時間を要してしまう特性が強く、また、住民情報などを失って

しまえば、その回復に多くの時間を要し、甚大で回復困難な影響を住民・企業に生

じさせてしまうため、ＩＣＴ部門の業務継続計画を策定しました。 

さらに東日本大震災において得られた教訓から災害時の初動対応が重要であると

の認識のもとＩＣＴ部門の業務継続計画を改訂しています。 

今後、東日本大震災を踏まえ、最新の科学的知見や新たな検証に基づく被害想定

に対応すべく、ＩＣＴ部門の業務継続計画を更新します。 

 

（出典：総務省 地方公共団体におけるＩＣＴ部門の業務継続計画（ＢＣＰ）策定に関するガイドラインの概要） 

 

 

【担当部門：情報政策課】 

内容 

26 年度 
(2014 

年度) 

27 年度 
(2015 

年度) 

28 年度 
(2016 

年度) 

29 年度 
(2017 

年度) 

30 年度 
(2018 

年度) 
備考 

ＩＣＴ部門の業務継続計画の

更新 

 

更新 

 

継続 

 

継続 

 

継続 

 

継続 

平 成 26 年 度

(2014 年度)に更

新し、以降も継続

して実施します。 

*ＢＣＰ (Business Continuity Plan )【ビー・シー・ピー】 

災害による影響度を認識し、発生時の事業継続を確実に

するため、必要な対応策を策定したもの。 
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（８） 電子自治体の推進 

「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」の

成立及び「世界最先端 IT 国家創造宣言」の閣議決定を受け、総務省では、今後の電

子自治体推進の加速に係る指針の策定に向け、「電子自治体の取組みを加速するた

めの検討会」が平成 25 年(2013 年)7 月から開催され今後の電子自治体推進施策を検

討しています。 

この電子自治体推進施策「電子自治体の取組みを加速するための１０の指針」か

ら本市で必要な施策を実施します。 

 自治体クラウド（クラウド技術を活用した共同利用）の研究 

 オープンデータ化の推進 

 

 
（出典：総務省 電子自治体の取組みを加速するための検討会 資料） 

 

【担当部門：情報政策課】 

内容 

26 年度 
(2014 

年度) 

27 年度 
(2015 

年度) 

28 年度 
(2016 

年度) 

29 年度 
(2017 

年度) 

30 年度 
(2018 

年度) 
備考 

クラウド技術を活用した 

共同利用の研究 

 

研究 

 

研究 

 

研究 

 

研究 

 

方針 

決定 

平 成 30 年 度

(2018 年度)中の

整備方針決定を

目標とします。 

オープンデータ化の推進 

 

検討 

 

検討 

 

一部 

実施 

 

一部 

実施 

 

一部 

実施 

平 成 28 年 度

(2016 年度)中の

一部実施を目標

とします。 
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（９） 庁内ネットワークの整備 

本庁舎、分庁舎及び各施設内の庁内ネットワークを、災害に強く、安定した通信

のために、再構築します。 

ネットワークの再構築では、必要となる災害対策及び能力の見直しを行います。 

 

Server farm

IntelliSwitch IntelliSwitch

Layer3 Switch Layer3 Switch

Layer3 Switch Layer3 Switch

 

                   （庁内ネットワーク イメージ図） 

 

 

 

 

 

【担当部門：情報政策課】 

内容 

26 年度 
(2014 

年度) 

27 年度 
(2015 

年度) 

28 年度 
(2016 

年度) 

29 年度 
(2017 

年度) 

30 年度 
(2018 

年度) 
備考 

庁内ネットワークの整備 
 

 

 

 

 

見直 

 

整備 

 

整備 

見直しを行い整

備します。 
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（１０） ＩＣＴ環境の高度化 

本市では、これまでＩＣＴ関連消費電力削減のため「地方公共団体のためのグリ

ーン購入取組ガイドライン」に沿った環境配慮製品の購入を継続しています。 

今後はＩＣＴ環境の高度化の研究を行い、ＩＣＴ費用の削減などに取り組みます。 

 サーバ仮想化＊によるＴＣＯ＊の削減 

 タブレット端末利用の研究 

 クラウドにおけるシンクライアント端末＊利用の研究 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【担当部門：情報政策課】 

内容 

26 年度 
(2014 

年度) 

27 年度 
(2015 

年度) 

28 年度 
(2016 

年度) 

29 年度 
(2017 

年度) 

30 年度 
(2018 

年度) 
備考 

サーバ仮想化による 

ＴＣＯの削減 

 

研究 

 

一部 

実施 

 

一部 

実施 

 

一部 

実施 

 

一部 

実施 

平 成 27 年 度

(2015 年度)に一

部で実施します。 

タブレット端末利用の研究 

 

研究 

 

研究 

 

一部 

実施 

 

一部 

実施 

 

一部 

実施 

平 成 28 年 度

(2016 年度)に一

部で実施します。 

シンクライアント端末利用の

研究 

 

研究 

 

研究 

 

研究 

 

一部 

実施 

 

一部 

実施 

平 成 29 年 度

(2017 年度)に一

部で実施します。 

物理サーバ 

*サーバ仮想化 

物理的に１台のサーバを複数台の仮想的なサーバに分

割し、それぞれに別の OS やアプリケーションソフトを

動作させる技術のこと。 
*シンクライアント (thin client )  

パソコン等の端末で必要最小限の処理を行い、ほとんど

の処理をサーバ側で行う技術で使用する端末のこと。 

論理（仮想） 

サーバ＃１ 

論理（仮想） 

サーバ＃ｎ 

論理（仮想） 

サーバ＃２ 

*ＴＣＯ (Total Cost of Ownership )【ティー・シー・オー】 

総保有費用のこと。導入から廃棄までに必要な総費用の

こと。 
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（１１） 番号制度対応推進 

社会保障・税番号制度（番号制度）は、複数の機関に存在する個人の情報を同一

人の情報であるということの確認を行うための基盤であり、社会保障・税制度の効

率性・透明性を高め、国民にとって利便性の高い公平・公正な社会を実現するため

の社会基盤（インフラ）です。 

本市においても、番号制度導入によるメリットを最大限活用できるようにすると

ともに、安心・安全の確保を確実に行います。 

 

 

 

（出典：内閣官房 社会保障・税番号制度の概要） 

 

 

 

 

【担当部門：関係各課】 

内容 

26 年度 
(2014 

年度) 

27 年度 
(2015 

年度) 

28 年度 
(2016 

年度) 

29 年度 
(2017 

年度) 

30 年度 
(2018 

年度) 
備考 

番号制度対応 

システムの構築 

 

更新 

 

更新 

 

更新 

  番号制度に対応

するシステムに

更新します。 
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（１２） ワンストップサービス推進 

市民課窓口では、すでに税関係証明を含め複数の手続で来庁される市民の皆様を

ワンストップで受付する総合窓口を設置しています。 

今後、市民の皆様の利便性をさらに向上させるためワンストップサービスの拡大

を実現します。 

 

 

 

（平成 25 年 4 月 1 日現在） 

 

 

 

 

 

【担当部門：行政改革推進室、関係各課】 

内容 

26 年度 
(2014 

年度) 

27 年度 
(2015 

年度) 

28 年度 
(2016 

年度) 

29 年度 
(2017 

年度) 

30 年度 
(2018 

年度) 
備考 

ワンストップサービスの拡大 

 

検討 

 

準備 

 

実施 

 

継続 

 

継続 

本庁舎耐震化工

事にあわせ拡大

します。 
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（１３） 市ホームページの充実 

市ホームページは、市民の皆さまへ行政情報などを案内するとともに、市内外の

方へ本市への理解を深めていただけるよう幅広い情報やイベント情報などを提供し

ています。また、子どもやお年寄り、障害を持った方、外国の方など誰もが分かり

やすく、使いやすいホームページを目指しています。 

現在、市ホームページではパソコン向けサイト、携帯電話向けサイト、英語対応

ページ（自動翻訳）等、様々な情報伝達方法を用意しています。 

携帯向けサイトでは、施設予約、図書館蔵書検索・予約、「ゆうゆうバス」の時刻

表、観光案内、イベントといった便利な情報や、災害時避難場所など「いざという

とき」に必要な情報も配信のほか、熊谷市歌の着信メロディダウンロードや携帯電

話の待受け画面のダウンロードのようなページもあります。 

また、電子版市報については、平成24年度(2012年度)からＰＤＦ版に加えて電子

書籍版を公開しています。 

今後は、近年利用者が増加しているスマートフォンに対応したページを増やし、

更なる利便性向上を目指します。 

あわせて、市民の皆さまが必要とする情報を簡単に見つけられるように、トップ

ページを始めとした各ページの構成やデザインを随時見直していきます。 

   

（熊谷市ホームページ）  

【担当部門：広報広聴課】 

内容 

26 年度 
(2014 

年度) 

27 年度 
(2015 

年度) 

28 年度 
(2016 

年度) 

29 年度 
(2017 

年度) 

30 年度 
(2018 

年度) 
備考 

コンテンツなどの拡充 
 

拡充 

 

拡充 

 

拡充 

 

拡充 

 

拡充 

継続して拡充し

ます。 

スマートフォン対応 

  

実施 

 

継続 

 

継続 

 

継続 

平 成 27 年 度

（2015 年度）に

実施します。 
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（１４） 総合的なメール配信サービス 

平成 21 年度(2009 年度)から熊谷市メール配信サービス「メルくま」を運用して

います。また、平成 24 年度(2012 年度)には、メール配信した内容を市の公式

Facebook や Twitter にも発信しています。 

さらに、埼玉新聞社と協力して本市に関する最新の情報を毎月配信するメールマ

ガジン「ふるさとメール」の配信も行っています。 

今後も新しい購読者獲得に向けて、配信メニューの検討や各担当課に内容の充実

を促していきます。 

メール配信サービス「メルくま」
      メニュー一覧表

No. 情報名 配信内容
1 くらしの情報 市からの最新情報、注目情報など
2 子育て情報 子育て広場、イベント情報やこどもの健康情報など
3 こどもセンター情報 こどもセンター事業など小・中学生の体験活動の情報

4 シルバーライフ情報
後期高齢者医療保険料の納期や制度
シルバースポーツやイベント、長寿クラブのお知らせ

5 水曜日“燃えないごみ”メール
水曜日の燃えないもの（カン・ビン・ペットボトル・不燃ごみ）の
収集品目を火曜日にお知らせ

6 観光・イベント情報 市内の観光、イベント、フィルムコミッション情報
7 スポーツ情報 市内で開催されるスポーツ、イベント情報

8 防犯・交通安全情報
市内や近隣の不審者情報、振込め詐欺等の防犯情報、交通
安全情報

9 防災無線情報 防災行政無線の放送内容
10 火災情報 市内での火災発生についての情報

11 気象・震度情報
市内の気象注意報、警報の発令、地震発生時の震度（３以
上）

12 災害情報
平常時：防災のお知らせ
非常時：避難情報、被害情報、災害対策本部情報など

13 選挙情報
選挙期日、投票所の変更、期日前投票情報や、開票速報な
ど

14 ニャオざね＆市民活動情報
ニャオざねの出没情報、市民活動団体のイベント情報や助成
金など

15 道の駅めぬま情報 道の駅めぬまで開催されるイベント・講習会の情報
16 市税納期限のお知らせ 各市税の納期限のお知らせ
17 市史編さん室情報 刊行物のお知らせ、調査協力のお願い
18 中央公民館情報 中央公民館での学級・講座のご案内
19 文化会館情報 ホールと市民ギャラリー催物のご案内
20 図書館企画展情報 熊谷図書館展示室における企画展の開催情報
21 星月夜メール プラネタリウム館の投影番組案内、天体観察情報など

22
さくらめいと・あすねっと・ピピ
ア情報

さくらめいと・あすねっと・ピピアでの自主事業のご案内
 

（出典：熊谷市くらしのカレンダー） 

【担当部門：広報広聴課】 

内容 

26 年度 
(2014 

年度) 

27 年度 
(2015 

年度) 

28 年度 
(2016 

年度) 

29 年度 
(2017 

年度) 

30 年度 
(2018 

年度) 
備考 

総合的なメール配信サービス 

の充実 

 

充実 

 

充実 

 

充実 

 

充実 

 

充実 

総合的なメール

配信の充実を継

続します。 



 

熊谷市情報化推進計画（e-くまがやＩＣＴ推進プラン２）  35 

 

（１５） 住基カード利活用 

本市では現在、交通事故抑止対策を目的に、高齢者の運転免許証自主返納を促す

事業を実施しています。70歳以上の方が有効期限内の運転免許証を自主返納した場

合、運転免許証に代わる身分証明書として使用できる顔写真つきの住民基本台帳カ

ード（有効期限10年）を無料で発行しています。 

「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の施

行に伴う関係法律の整備等に関する法律」により、平成28年(2016年)1月以降の新規

発行は行いませんが、平成27年(2015年)12月以前に発行された住基カードは、有効

期限内は引き続き利用できる予定です。 

 

 

 

（出典：総務省 住民基本台帳カード総合情報サイト） 

 

 

 

 

【担当部門：市民課】 

内容 

26 年度 
(2014 

年度) 

27 年度 
(2015 

年度) 

28 年度 
(2016 

年度) 

29 年度 
(2017 

年度) 

30 年度 
(2018 

年度) 
備考 

自主返納者への住基カードの

無料発行 

 

継続 

 

継続 

   平成 27 年(2015

年)12月まで発行

します。 
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（１６） 図書館での新規サービス実施 

熊谷市立図書館では、すでにインターネットによる蔵書の検索・予約を実施して

います。今後市民からの要望が多い新たなサービスを実施します。 

 電子ブックの貸出し 

 利用カードの新規申込み時のインターネットを利用した受付、仮発行・仮予

約受付 

 予約とリクエスト（未所蔵資料への予約）を分けて扱い、インターネットを

利用したリクエストの受付 

 読書通帳の発行 

 自動貸出機による貸出し 

 

 

（熊谷市立熊谷図書館） 

 

 

 

 

 

 

 

【担当部門：熊谷図書館】 

内容 

26 年度 
(2014 

年度) 

27 年度 
(2015 

年度) 

28 年度 
(2016 

年度) 

29 年度 
(2017 

年度) 

30 年度 
(2018 

年度) 
備考 

新規サービスの実施 

 

準備 

 

準備 

 

導入 

 

継続 

 

継続 

平成 29 年(2017

年)3 月の開始を

目標とします。 
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（１７） 電子アンケート 

市民との協働による市の施策立案に役立てる仕組として、市民電子アンケートを

開設し、市ホームページを通じて、市民の意見を広く集め、施策やイベントなどの

企画に市民の意見を活用しています。 

今後も継続します。 

 

 

 

（熊谷市公式ホームページ 各ページのアンケート） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【担当部門：広報広聴課】 

内容 

26 年度 
(2014 

年度) 

27 年度 
(2015 

年度) 

28 年度 
(2016 

年度) 

29 年度 
(2017 

年度) 

30 年度 
(2018 

年度) 
備考 

市ホームページでの 

アンケート 

 

継続 

 

継続 

 

継続 

 

継続 

 

継続 

市ホームページ

でのアンケート

を継続します。 



 

熊谷市情報化推進計画（e-くまがやＩＣＴ推進プラン２）  38 

 

（１８） 地域の情報化支援 

地域の情報化支援として、熊谷地域ポータルサイト「あついぞ.com」にて市内の

イベント情報発信や店舗・会社のホームページへのリンクを掲載しているほか、地

元企業をインターネット上で紹介することにより市内産業の振興を図ることを目的

とした企業紹介支援サイト「チャレンジ・ステージくまがや」を運営しており、引

き続き、市内産業の振興のため、市内企業をデータベース化したサイトを運営して

います。 

今後は、「チャレンジ・ステージくまがや」の内容を拡充し情報を掲載すること

により、企業、市民双方にとって有益なサイトにしていきます。 

 事業者情報：代表者氏名や所在など基本的な情報及び紹介コメントや自慢の逸

品などの情報 

 ビジネス情報：他の事業者への協力の呼びかけ、お知らせしたい新技術・サー

ビスなどの情報 

 ホットな情報：消費者へお知らせしたい製品や商品・サービスなどの情報 

 求人情報：登録している事業者が募集している求人の情報 

 ＣＳＲ情報：環境活動やボランティアの取組など、企業の社会的責任（ＣＳＲ）

に関する情報 

 

 

       

（あついぞ.com）      （チャレンジ・ステージくまがや） 

 

 

【担当部門：企業活動支援課】 

内容 

26 年度 
(2014 

年度) 

27 年度 
(2015 

年度) 

28 年度 
(2016 

年度) 

29 年度 
(2017 

年度) 

30 年度 
(2018 

年度) 
備考 

｢チャレンジ・ステージくまが

や｣の拡充 

 

拡充 

 

拡充 

 

拡充 

 

拡充 

 

拡充 

継続して拡充し

ます。 
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（１９） 安心安全情報の充実 

防犯・防災行政無線については、気象条件や周辺環境に影響される場合があり、

最近では住宅の遮音性の向上により、聞き取りにくい状況も生じています。 

 聞き取りにくい場合などの対策として、パソコン及び携帯電話等へのメール配信

に加え、市公式 Facebook や Twitter でも発信し、より広い層への情報の伝達に努め

ています。 

今後は、防災行政無線（固定系）の設備をデジタル化整備することにより、アナ

ログ３波からデジタル１波に電波統合します。 

放送が聞き取れなかった場合の新たな対策として、電話応答機能を追加すること

により、内容を音声で確認できるようにします。 

また、災害時にすばやい被災者対応ができるように、市職員参集メールシステム

を継続します。 

情報名 配信内容

防犯・交通安全情報
市内や近隣で発生した不審者情報、振込め詐欺、悪質商法
や架空請求などの防犯情報や交通安全に関する情報

防災無線情報 防災行政無線の放送内容

火災情報 市内での火災発生についての情報

気象・震度情報

市内の気象情報、地震発生時の熊谷市の震度（3以上）
気象情報の配信項目
注意報：大雨・洪水・強風・大雪・霜・風雪
警報：大雨・洪水・大雪・暴風・暴風雪

災害情報
平常時：防災のお知らせ
非常時：避難情報、被害情報、災害対策本部情報など                    

（メール配信サービス「メルくま」 安心安全情報） 

 

【担当部門：危機管理室、広報広聴課】 

内容 

26 年度 
(2014 

年度) 

27 年度 
(2015 

年度) 

28 年度 
(2016 

年度) 

29 年度 
(2017 

年度) 

30 年度 
(2018 

年度) 
備考 

メール配信サービスの継続 継続 

 

継続 

 

 

継続 

 

 

継続 

 

 

継続 

 

継続します。 

市職員参集メールシステム 
 

継続 

 

継続 

 

継続 

 

継続 

 

継続 
継続します。 

防災行政無線のデジタル化 

 

実施 

設計 

 

整備 

 

整備 

 

整備 

 

継続 

平 成 27 年 度

(2015 年度)から

3 か年で整備し

ます。 
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（２０） 観光・文化財ナビの作成 

市内に所在する名所・観光スポット・文化財・お祭り・イベント・公共施設・店

舗等の地図情報・内容等についての情報を、スマートフォンの無料ＡＲ＊アプリなど

を使用した現地への誘導システムを構築し、熊谷の魅力について広く情報発信を行

います。 

 現在いる場所から目的とする場所までのルートを、車・バス・電車等の交通機

関別にスマートフォンで得ることができ、目的地の詳細情報もＡＲで表示でき、

利用者の利便性が向上する。 

 新たな説明板や看板の設置が必要なく、最新の情報を常に表示できる。 

（出典：国土交通省 AR による訪日外国人旅行者への案内情報の提供に向けて（パンフレット）） 

 

 

【担当部門：商業観光課、大里行政センター産業建設課、妻沼行政センター産業建設課、

江南行政センター産業建設課、社会教育課】 

内容 

26 年度 
(2014 

年度) 

27 年度 
(2015 

年度) 

28 年度 
(2016 

年度) 

29 年度 
(2017 

年度) 

30 年度 
(2018 

年度) 
備考 

熊谷観光・文化財ナビの整備 準備 

 

整備 

稼動 

 

継続 

 

 

継続 

 

 

継続 

 

平 成 27 年 度 

(2015 年度)中に

整備します。 

*ＡＲ(Augmented Reality)【エー・アール】 

拡張現実のこと。ＡＲアプリを使いスマー

トフォンに写真をかざすと動画を自動再生

させるなどができる。 
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（２１） 避難行動要支援者（災害時要援護者）の避難支援 

災害時の避難行動要支援者（改正前の災害対策基本法では災害時要援護者）の安

全確保対策のため、要支援者の情報を迅速に活用でき、個別支援計画の作成と台帳

管理が行えるシステムを整備します。また、平常時には要支援者の見守り活動に活

用します。 

登録の対象者は、介護保険法における「要介護３」以上の方、身体障害者手帳２

級以上の方、療育手帳の○Ａ及びＡの方、精神障害者保健福祉手帳１級の方、６５歳

以上の方のみで構成する世帯及びこれらに該当しない方で支援を希望する方としま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：熊谷市地域防災計画［平成 24年 6月］） 

 

 

【担当部門：福祉課、長寿いきがい課、障害福祉課】 

内容 

26 年度 
(2014 

年度) 

27 年度 
(2015 

年度) 

28 年度 
(2016 

年度) 

29 年度 
(2017 

年度) 

30 年度 
(2018 

年度) 
備考 

避難支援システムの整備 

 

運用 

開始 

 

拡充 

 

拡充 

 

拡充 

 

拡充 

平 成 25 年 度 

(2013 年度)中に

システムを導入

し、登録者等を拡

充します。 

第２章 災害予防計画 

 第１１節 災害に備えた体制整備 

  第１０ 災害時要援護者の安全対策 

   ２ 在宅の災害時要援護者の対策 

     市（福祉部）は、災害時要援護者の避難支援ガイドライン（内閣府、

平成 18年３月）に基づき、個々の災害時要援護者の避難支援体制の確立

に努める。 

    ⑴ 在宅の災害時要援護者の把握 

       在宅の災害時要援護者の「名簿」あるいは「災害時要援護者マップ」

等を作成し、在宅の災害時要援護者の所在、緊急連絡先等を把握する。 

なお、「名簿」あるいは「災害時要援護者マップ」等個人情報の記載

あるものについては、その取扱に十分配慮する。 
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（２２） 行政システムのセキュリティ向上 

本市では、情報セキュリティポリシーを策定し、情報資産を様々な脅威から守る

ため各種のセキュリティ対策を実施しています。 

今後は、さらなるセキュリティ向上策として、職員のセキュリティ研修を継続す

るとともに情報システムの外部委託先に対する監査にも取り組みます。 

 

 
（平成 25年度情報セキュリティ研修） 

 

 

 

【担当部門：情報政策課、職員課】 

内容 

26 年度 
(2014 

年度) 

27 年度 
(2015 

年度) 

28 年度 
(2016 

年度) 

29 年度 
(2017 

年度) 

30 年度 
(2018 

年度) 
備考 

職員のセキュリティ研修 
 

継続 

 

継続 

 

継続 

 

継続 

 

継続 

セキュリティ研

修を継続します。 

情報システムの外部委託先 

監査 

 

検討 

 

実施 

 

継続 

 

継続 

 

継続 

平 成 26 年 度

(2014 年度)中に

検討し、平成 27

年度(2015 年度)

より実施します。 

内部監査の実施 
 

継続 

 

継続 

 

継続 

 

継続 

 

継続 

内部監査の実施

を継続します。 



 

熊谷市情報化推進計画（e-くまがやＩＣＴ推進プラン２）  43 

 

３ 推進体制 

本計画を実現するため、熊谷市ＩＴ推進本部設置要綱に基づき熊谷市ＩＴ推進本部、

推進委員会を設置し、更に熊谷市ＩＴ推進ワーキングチーム設置規定に基づくＩＴ推進

ワーキングチームで課題検討などを行います。 

 

                          熊谷市におけるＩＴ推進体制 

推進本部

本部長
（副市長：ＣＩＯ）

副本部長
（総合政策部長）

本部員
（室長、各部長、各センター所長
消防長、議会事務局長、教育次長）

推進委員会 委員長
（総合政策部長）

副委員長
（情報政策課長）

委員
（各課長）

リーダ
（情報政策課副課長）

サブリーダ

メンバー
（ＩＴ推進員）

リーダ
（情報政策課副課長）

サブリーダ

メンバー
（ＩＴ推進員）

・ ・ ・

総
合
政
策
部
情
報
政
策
課

ＩＴ推進ワーキングチーム

ＣＩＯ補佐
（情報政策課長）

 

 

*ＣＩＯ補佐 

情報システム技術及び情報セキュリティに関する専門的な知

識・経験を有しＣＩＯ及び各所管部門の長に対する支援・助言

等を行う者。 


